税制の優遇措置と日本スポーツ界のあるべき姿 by 谷塚 哲
税制の優遇措置と日本スポーツ界のあるべき姿
著者 谷塚 哲
著者別名 Tetsu TANIZUKA
雑誌名 東洋法学
巻 62
号 2
ページ 205-214
発行年 2018-12
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00010280/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
《 論　　説 》
税制の優遇措置と日本スポーツ界のあるべき姿
谷塚　哲
1 　緒言
1．1　2020年とオリンピック・レガシー
　2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催は、単なるスポーツの祭典
のみならず、日本経済や災害復興などの側面からも大きな期待が込められてい
る。1964年に東京で開催された第18回大会（夏季）は、現在の日本スポーツ界
の礎となったことに加え、戦後日本経済の発展や東京のインフラ整備などに多
大なる影響を及ぼした。こういったオリンピック・パラリンピックの開催を後
世に残すことを「オリンピック・レガシー」と呼んでいる。これは近年国際オ
リンピック委員会（以下「IOC」という）が特に力を入れているテーマであ
り、IOC のオリンピック憲章には「オリンピック競技大会の有益な遺産を、開
催国と開催都市が引き継ぐよう奨励する」（1）との記載がある。
　レガシーとは「より長い期間のポジティブな影響」（2）と考えられおり、①ス
ポーツ、②社会、③環境、④都市、⑤経済の 5 つの分野に分かれている。特に
スポーツの分野においては、その国のトップスポーツの強化やスポーツインフ
ラの整備、さらには地域スポーツ、生涯スポーツにまで影響を及ぼすため、オ
リンピック・パラリンピックの開催は、その国のスポーツ政策とセットで考え
られることが多い。しかし近年では開催費用が掛かりすぎるなどの問題から招
致を断念する都市も増えてきている現状（3）を踏まえ、このオリンピック・レガ
シーは今後のオリンピック・パラリンピックの継続において大変重要な争点と
なる。私たちはオリンピック・パラリンピック開催後、何を残すのか、スポー
東洋法学　第62巻第 2 号（2018年12月）
205
ツの価値をあげるためには何をするべきかを十分考える必要があるだろう。
1．2　日本のスポーツ政策
　1961年に施行されたスポーツ振興法は1964年東京オリンピック開催と密接に
関連した法律であったといわれ、戦後日本のスポーツ界の基盤となった法律で
ある。その後、2000年にはスポーツ振興基本計画が発表され（4）、学校スポーツ
から地域スポーツへの転換が図られた。さらに2011年にはオリンピック・パラ
リンピック招致に向けてスポーツ基本法が施行され、この法律の前文及び第 2
条基本理念には、スポーツが我々の権利であることが記されたことで「スポー
ツ権」の確立が話題となった。さらに法律の具体的計画として2012年にスポー
ツ基本計画、2017年に第 2 期スポーツ基本計画（5）が発表され、2020年に向け
て、そして2020年以降の日本スポーツ界の発展のため日本のスポーツ政策は
益々活気づいている。
1．3　スポーツ基本法における法制上の措置等
　このような一連のスポーツ政策の流れにおいて注目したいのは、スポーツに
対する法制上の措置である。スポーツ基本法第 8 条（法制上の措置等）として
「政府は、スポーツに関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税
制上の措置その他の措置を講じなければならない。」との記載があることか
ら、今後、政府は必要があればスポーツに対して何らかの法制上の措置を講ず
ることもあるだろう。それは日本スポーツ界の発展においては大変有益なこと
であるが、一方で私たちがこれらのことを考えるうえで、現状について十分理
解するとともに、今後の日本スポーツ界にとって必要なことは何かを考えなけ
ればならないだろう。
2 　スポーツ団体の法人化
2．1　スポーツ団体の組織形態と法人化
　日本においてスポーツは従来、学校教育や地域活動の中で行われてきた傾向
206
税制の優遇措置と日本スポーツ界のあるべき姿〔谷塚　哲〕
があった。そのためスポーツから生まれる収入や利益、また支出などといった
ことにおいて真剣に考える機会はあまりなく、むしろその辺りを曖昧に過ごし
てきた。しかし2000年にスポーツ振興基本計画が発表され、総合型地域スポー
ツクラブ（6 ）の創設が謳われたことにより、地域のスポーツ団体でさえ自主自立
を目指すことが求められ、自ずと収入や支出、さらには利益、税金といったこ
とを考えなければならなくなってきたのである。
　従来、日本のスポーツ団体に多かった形態としては任意団体（7）とよばれる、
法人格を取得していない団体が多数であった。任意団体であるため、そのルー
ルは曖昧であり、また法人ではないため、法律的な設立手続きもなく、税務や
登記、訴訟等における手続きに関しても一様ではなかった。また任意団体は法
律上の権利義務の主体となることができないため、契約の主体になれず、また
仮に債務を負った場合、各構成員や代表者個人の責任が重くなりすぎる可能性
があるという問題をかかえていた。だからこその法人化であるが、従来、地域
のスポーツ団体等が法人格を取得したくても適当な法人格が無かったため任意
団体でいるしかなかったという現状であった。現在では1998年特定非営利活動
促進法（以下「NPO 法」という）や2008年一般社団法人及び一般財団法人に
関する法律（以下「一般法人法」という）の施行により、任意団体が非営利法
人格（8 ）を取得することはそう難しいことではなくなってきたため、少しずつで
はあるが法人格を取得することで任意団体にかかるリスクの問題は解決される
ようになってきた（9）。
2．2　非営利法人格の取得
　2000年に発表されたスポーツ振興基本計画に総合型地域スポーツクラブは
「NPO 法人等の法人格を取得すること」との記載があり（10）その主たる目的は権
利義務の主体になることであると記載されている。この計画が2000年に発表さ
れたことを鑑みれば、その当時に該当する法人格は、NPO 法人と旧民法第34
条法人（社団又は財団）を想定されていると考えられるが（11）、いずれにせよ法
人化の主たる目的が「権利義務の主体になる」ならば株式会社等の営利法人格
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の取得でも可能である（12）。しかしスポーツ振興における公益性や非営利性を鑑
みれば、やはり非営利法人を選択することの方が一般的であろう（13）。そしてス
ポーツ団体が非営利法人格を取得することにより①地方公共団体や地域との連
携強化、②税制の優遇、③助成金等の活用という 3 つのメリットが生じると考
えられる。特に②の税制の優遇は、営利法人格には無いメリットであり、非営
利法人格の最大のメリットであるといっても過言ではない。
3 　非営利法人における税制の優遇
　非営利法人における税制の優遇にはいくつかあるが、特に法人税における優
遇措置は、今後スポーツ団体が自主自立するうえで重要なポイントとなる。現
在、非営利である NPO 法人、一般社団法人と一般財団法人（共に非営利型）
の法人税は、収益事業から生じた所得に対してのみ、法人税が課税される収益
事業課税となる。収益事業とは法人税法施行令第 5 条に34業（14）が定められてお
り、これらの業を、継続して、事業場を設けて行った場合に、原則、法人税が
課せられることとなる（15）。
　一般的なスポーツ団体における主な収入源はスポーツ教室やスポーツイベン
トなどへの参加料（以下「スポーツ指導の対価」という）である。法人税の取
り扱いではこれらの収入が収益事業となれば法人税の課税対象となり、一方で
収益事業でなければ非課税扱いとなるわけだが、一見するとスポーツ指導の対
価は、34業中の一定の技芸教授業等に該当するように思われる。しかし一定の
技芸教授業等とは、法人税法施行令第 5 条 1 ⊖30に掲げられるもの（16）を指し、
ここに記載のないスポーツ指導の対価は、原則、非課税扱いとなる（17）。スポー
ツ教室やスポーツイベントを開催している営利法人（株式会社等）のスポーツ
クラブと比べれば、スポーツ指導の対価を主な収入としている非営利のスポー
ツ団体（非営利法人）にとっては、大変大きなアドバンテージとなっているの
である（18）。
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4 　ドイツのスポーツクラブの例
4．1　ドイツのフェライン
　2000年スポーツ振興基本計画に記された総合型地域スポーツクラブのモデル
となったのはドイツのスポーツクラブ（スポーツ政策）といわれている。ドイ
ツのスポーツクラブの歴史は古く（19）、2012年現在で約90,000を超えるスポーツ
クラブが存在しているといわれている（20）。
　ドイツではフェライン（Verein）という組織形態が存在し（21）、管轄区の簡易
裁判所に設けられた社団登記簿に登記することによって登記社団法人
（Eingetragener Verein：e.V.）となり権利能力を獲得する（22）。ドイツのスポーツク
ラブは、登記社団法人となり、公共の福祉に寄与する組織として社会から認知
されているため、税制面での優遇措置を受けている。
4．2　納税者としてのドイツのスポーツクラブ
　ドイツのスポーツクラブは全体で年間約 5 億ユーロの公的助成金を受けてい
る。一方でドイツのスポーツクラブは全体で年間約 8 億2,000ユーロの税金を
納めているといわれている（23）。この差を見れば明らかであるが、ドイツのス
ポーツクラブは税制の優遇があるにも関わらず、納税者としての義務をしっか
りと果たしているのである。
4．3　ドイツのスポーツクラブにある社会公益性
　スポーツ自体の本質、公益性、非営利性を鑑みれば、総合型地域スポーツク
ラブやその他のスポーツ団体は、特定の誰かのための利益ではなく、不特定多
数の者の利益に資するものであることは容易に理解できる。だからこそ営利法
人格ではなく、非営利法人格を選択することが一般的である。そしてその目的
や活動を鑑みれば、一部、税制の優遇措置を受けることは当然の権利であると
いえるかもしれないが、一方で権利義務の主体である以上、納税者として義務
も果たさなければならない。私たちが目指すドイツのスポーツクラブ（スポー
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ツ政策）では、税制の優遇を受けることと同時に納税者としてしっかりとその
義務を果たしている（24）。だからこそドイツのスポーツクラブ（スポーツ政策）
には社会公益性（25）があると言われ、世界的に高い評価を受けているのである。
５ 　スポーツのあるべき姿
５．1　スポーツの産業化
　2017年第 2 期スポーツ基本計画ではスポーツ界の産業化が明記され、2020年
には10兆円、2025年には15兆円の産業規模を目標としており、スポーツ産業が
基幹産業となることが期待されている。しかし教育システムの中で育ってきた
日本のスポーツ界には、スポーツで稼ぐことへのアレルギーがいまだ根深く
残っている。今後、日本のスポーツ界全体が稼ぐ体質に変わっていかなければ
ならない。そして稼ぎ、納税するためにも今ある税制の優遇を活用していくこ
とも重要である。
　今後、スポーツ基本法にあるようにさらなる税制上の措置があることを期待
したいところであるが、現状、非営利法人に収益事業課税が採用されているこ
とだけでも十分な優遇を受けていると考えるべきであろう。
５．2　まとめ
　現状、非営利法人に対する法人税の優遇措置があることはスポーツ界の発展
にとっては大きなアドバンテージであることは事実である。しかし今の法人税
の優遇措置は恒久的なものではない。以前、スポーツクラブを収益事業に入れ
るかどうか、政府内で検討されたことがあった（26）。今後、社会情勢が変化し、
どのような判断になるかは不透明な部分が多い。だからこそこれからの日本ス
ポーツ界は税制の優遇や公的助成金等に頼るだけではなく、自ら利益を生み、
雇用を生み、そして納税することまでを前提に活動していかなければならな
い。そのような好サイクルが確立されるならば、今後さらなる税制の優遇も期
待できるだろうが、少なくとも現状のように、利益を生まず、公的助成金等に
頼り、何もせずに税制の優遇を求めるだけでは、これからの日本スポーツ界の
210
税制の優遇措置と日本スポーツ界のあるべき姿〔谷塚　哲〕
発展は期待できないだろう。
　現在、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を控え、スポーツ界
は追い風である。その機運の中でスポーツ界に求められているものは非常に大
きい。だからこそ私たちは社会情勢や関係する法令、税制等の動きに注目しつ
つ、社会のニーズに応えていかなければならない。その社会のニーズに応えて
いくことこそがスポーツの価値の向上につながるのである。
（参考文献）
スポーツ振興法　2018年 9 月19日閲覧
スポーツ振興基本計画　2018年 9 月19日閲覧
スポーツ基本法　2018年 9 月19日閲覧
スポーツ基本計画　2018年 9 月19日閲覧
第 2 期スポーツ基本計画　2018年 9 月19日閲覧
変わる！日本のスポーツビジネス　谷塚哲　カンゼン　2017
文部科学省 HP　平成27年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調査　2018年 9 月19日閲覧
http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/club/1365388.htm
国税庁 HP　一般社団法人・一般財団法人と法人税　2018年 9 月20日閲覧
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/koekihojin/01.htm
ドイツに学ぶスポーツクラブの発展と社会公益性　クリストフ・ブロイアー　編著　黒須充　
監訳　創文企画　2010
ドイツに学ぶ地方自治体のスポーツ政策とクラブ　クリストフ・ブロイアー　黒須充　編著　
創文企画　2014
ドイツの地方都市はなぜクリエイティブなのか　高松兵藏　学芸出版社
（注）
（ 1 ）　オリンピック憲章 Olympic Charter　2015年版・英和対訳〔2015年 8 月 2 日から有効〕
第 1 章オリンピック・ムーブメント 2 「IOC の使命と役割14」
（ 2 ）　IOC　Olympic Games：Legacies and Impacts 2014
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（ 3 ）　「負のレガシー」と言われ、特に施設の維持管理コストが負担となり、無駄遣いとな
ることがある。
（ 4 ）　スポーツ振興法第 4 条に策定が明記されていた。
（ 5 ）　2012年のスポーツ基本計画は 5 年で改定。
（ 6 ）　総合型地域スポーツクラブの特徴①複数の種目が用意されている②子どもから高齢者
まで、初心者からトップレベルの競技者まで、地域の誰もが年齢、興味・関心、技術・
技能レベル等に応じて、いつまでも活動できる③活動の拠点となるスポーツ施設及びク
ラブハウスがあり、定期的・継続的なスポーツ活動を行うことができる④質の高い指導
者の下、個々のスポーツニーズに応じたスポーツ指導が行われる⑤以上について、地域
住民が主体的に運営する。
（ 7 ）　人格なき社団、権利能力なき社団ともいわれる。
（ 8 ）　地域スポーツ活動において、その目的が営利目的であることは稀であるため、非営利
目的を前提とする。
（ 9 ）　文部科学省平成27年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調査によると、平成27年 7
月 1 日現在、創設済クラブ3328クラブ（設立準備中を合わせれば3550クラブ）中、法人
格の取得は728クラブであり、全体の21.8％である。
（10）　スポーツ振興基本計画には次の記載がある「NPO 法人等の法人格を取得すること。法
人格を取得することで総合型地域スポーツクラブは、組織として権利義務の主体となる
ことが可能となる。また、事業内容や会計の透明化により地域の行政関係者の信頼を得
ることから、行政との連携の円滑化にも資すると考えられる。さらに、事業内容や会計
の透明化は、会費を納める地域住民の一層の信頼を得られることにもつながり、クラブ
の継続性にも寄与すると考えられる」
（11）　現在では一般社団法人や一般財団法人、また公益社団法人や公益財団法人も該当する
法人格である。
（12）　営利目的の民間スポーツクラブでは株式会社が多い。
（13）　現在、スポーツ団体が非営利法人格を取得する場合に検討される法人格として主に
NPO 法人、一般社団法人、一般財団法人が挙げられる。
（14）　34業：物品販売業、不動産販売業、金銭貸付業、物品貸付業、不動産貸付業、製造
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業、通信業、運送業、倉庫業、請負業、印刷業、出版業、写真業、席貸業、旅館業、料
理店業その他の飲食店業、周旋業、代理業、仲立業、問屋業、鉱業、土石採取業、浴場
業、理容業、美容業、興行業、遊技所業、遊覧所業、医療保健業、一定の技芸教授業
等、駐車場業、信用保証業、無体財産権の提供等を行う事業、労働者派遣業
（15）　公益社団法人・公益財団法人においては、公益認定法上の公益目的事業として認定さ
れた事業は、収益事業に該当する場合でも非課税となる。また一般社団法人・一般財団
法人には収益事業課税となる以下の要件があり、いずれかの要件を満たさない場合、収
益事業課税とはならない。
　　　〈非営利性が徹底された法人〉①剰余金の分配を行わないことを定款に定めているこ
と②解散したときは、残余財産を国・地方公共団体や一定の公益的な団体に贈与するこ
とを定款に定めていること③上記 1 及び 2 の定款の定めに違反する行為（上記 1 、 2 及
び下記 4 の要件に該当していた期間において、特定の個人又は団体に特別の利益を与え
ることを含む）を行うことを決定し、又は行ったことがないこと④各理事について、理
事とその理事の親族等である理事の合計数が、理事の総数の 3 分の 1 以下であること
　　　〈共益的活動を目的とする法人〉①会員に共通する利益を図る活動を行うことを目的
としていること②定款等に会費の定めがあること③主たる事業として収益事業を行って
いないこと④定款に特定の個人又は団体に剰余金の分配を行うことを定めていないこと
⑤解散したときにその残余財産を特定の個人又は団体に帰属させることを定款に定めて
いないこと⑥上記 1 から 5 まで及び下記 7 の要件に該当していた期間において、特定の
個人又は団体に特別の利益を与えることを決定し、又は与えたことがないこと⑦各理事
について、理事とその理事の親族等である理事の合計数が、理事の総数の 3 分の 1 以下
であること
（16）　洋裁、和裁、着物着付け、編物、手芸、料理、理容、美容、茶道、生花、演劇、演
芸、舞踊、舞踏、音楽、絵画、書道、写真、工芸、デザイン（レタリングを含む。）、自
動車操縦若しくは小型船舶（船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和二十六年法律第
百四十九号）第二条第四項（定義）に規定する小型船舶をいう。）の操縦の教授
（17）　近年人気のダンス教室などは、一定の技芸教授業等の舞踊、舞踏と解され課税対象と
なるなど、スポーツ全般が必ず非課税というわけではなく、行う事業内容を個別に判断
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する場合もある。
（18）　営利法人は特別なものは除き、原則、収入全てが課税対象である。
（19）　体操クラブという形態であれば1811年からベルリンで始まり、現在も存在する最古の
クラブは1816年創設のハンブルク体操クラブである。
（20）　ドイツに学ぶスポーツクラブの発展と社会公益性（クリストフ・ブロイヤー編著、黒
須充監訳）
（21）　スポーツ以外のフェラインを合わせるとドイツ全土で60万以上あると言われる。
（22）　この制度は1872年のドイツ帝国市民法の中に統一的な形で定型化されている。
（23）　ドイツに学ぶスポーツクラブの発展と社会公益性（クリストフ・ブロイヤー編著、黒
須充監訳）
（24）　その他、コミュニティの場や健康増進、青少年の育成、女性の社会進出の場など数々
の社会公益性があると言われている。
（25）　参加者にとっての有用性だけでなく、同時に、参加しない「第三者」あるいは社会全
体に対しても公共の福祉を促進する（クリストフ・ブロイアー　黒須充　2010）
（26）　平成19年 5 月22日　日本経済新聞記事　検討の結果、収益事業には入らなかった。
―やつか　てつ・東洋大学法学部助教―
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